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渥美半島野生イノシシ生息調査（速報）について 

 

１ 概要 

田原市及び豊橋南部（以下「渥美半島」という。）では、2020年度から生息状況調

査を実施しており、大山地区ではＲＥＳＴモデルを取り入れ、これにより得られた

平均生息密度を用いて、渥美半島の生息頭数の推定を実施している。 

 

２ 調査方法 

（１）自動撮影カメラ調査（静止画） 

 ・生息状況の指標である撮影頻度(ＲＡＩ※1)算出等のため、実施。 

・２ヶ月に１回以上の頻度で撮影データを回収し、月ごとの撮影頻度を算出して

いる。（８月、10 月、12 月、２月にデータ回収） 

（２）自動撮影カメラ調査（動画） 

 ・ＲＥＳＴモデル※2による生息密度推定のため、実施。 

 ・２ヶ月分の撮影データを元に生息密度を推定している。（９月、11 月、１月にデ

ータ回収） 

（３）フィールドサイン（痕跡）調査 

 ・広域スケールでの相対的な生息密度の違いを評価するため、実施。 

 ・９月、11 月、１月に実施。 

※1 撮影頻度（RAI）：撮影頭数（頭）/カメラ稼働日数（日）×100（日） 

ただし、１時間以内に同一カメラで確認された個体は同一個体とみなし、同一個体の連続

撮影や重複カウントは除いた。 

 ※2 REST モデル：動画撮影により一定エリア内の対象獣種滞在時間を計測し、生息密度を推

定する方法 

 

図１ 自動撮影カメラの設置イメージ 
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３ 調査結果（速報） 

（１）撮影頻度(ＲＡＩ) （表１、図２～５） 

 自動撮影カメラ（静止画）により得られた撮影頻度について、山塊ごとでみた場

合、大山山塊及び宇津江山塊ともに例年と同程度の傾向にある。 

地域ごとにみた場合、大山山塊の中心部で撮影頻度が高い傾向にあり、宇津江山

塊では南側で撮影頻度が高い傾向にあった。 

  

 

 

図２ 自動撮影カメラ（静止画）の設置位置 

 

大山山塊 

宇津江山塊 
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表１ 2023 年度の稼働日数、撮影頭数、撮影頻度（RAI）【6月～8月】

 
 

 
図３ 山塊ごとの撮影頻度の月別推移（2019～2023 年度） 

大山山塊 宇津江山塊 
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図４ ６月の撮影頻度の空間分布（上：2023 年度、下：2022 年度） 

2023 年６月 

2022 年６月 
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図５ ７月の撮影頻度の空間分布（上：2023 年度、下：2022 年度） 

2023 年７月 

2022 年７月 
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（２）生息密度の推定結果について（図６、７） 

 自動撮影カメラ（動画）で得られたデータを用いた REST モデルにより推定した生

息密度について、大山東部（ユニット１、ユニット２）では 2022 年度と比べ 2023

年度は増加傾向にある。大山西部（ユニット３、ユニット４）については、横ばい

傾向にある。 

※2021 年度の生息密度推定値は、使用カメラがローグロータイプであったことから、イノ

シシのカメラに対する警戒行動が確認されており、過小評価である可能性がある。 

 なお、2021 年度以前と 2022 年度の REST モデルは解析条件の違いがあったため、今回は

それぞれのモデルを用いて生息密度の推移を記載している。 

 

図６ 自動撮影カメラ調査（動画）の調査範囲 

 

大山 

ユニット１ 

ユニット２ 
ユニット３ 

ユニット４ 
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図７ 2021 年度以降の大山ユニット別の生息密度の推移 

*１…グラフの点は中央値、上下の着色部は 50％及び 95％信頼区間 

*２…ピンク色は 2022 年度、緑色は 2021 年度までの REST モデル 

 

（参考）REST モデル解析条件の相違点について 

 

ユニット１ ユニット２ 

ユニット３ ユニット４ 
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